
課税事業者から区分記載請
求書等の交付を求められる
ことがあります。

　令和元年 10月 1日から、消費税及び地方消費税の税率が 8%から
10％に引き上げられると同時に、消費税の軽減税率制度が実施され
ます。

〈令和元年 6月〉

令和元年10月1日から
消費税の軽減税率制度が実施されます

仕入れ（経費）について、取引ごとの税率により区分経理を
行う等の対応が必要となります。

課税事業者と取引を行う場合、区分記載請求書等の交付を求
められる場合があります。

売上げや仕入れについて、取引ごとの税率により区分経理を
行うことや、区分記載請求書等を交付する必要があります。

免税事業者からの仕入れにつ
いても、仕入税額控除を行うた
めには、区分記載請求書等の保
存が必要です。



　消費税率が複数税率となりますので、これまでの記載事項に加え、軽減対象資産
の譲渡等である旨及び税率ごとに区分して合計した税込対価の額を記載した請求書
等（ 区分記載請求書等） を発行することや、日々の経理において帳簿には軽減対象
資産の譲渡等に係るものである旨を記載することが必要となります。

　軽減税率対策補助金事務局（中小企業庁）では、複数税率への対応が必要となる中小企業・
小規模事業者等が、複数税率対応のレジの導入や、受発注システムの改修などを行うに当た
って、その経費の一部を補助する軽減税率対策補助金による事業者支援を行っています。
　軽減税率対策補助金の詳細は、「軽減税率対策補助金事務局」にお問合せください。

○　税務署での面接による個別相談（関係書類等により具体的な事実等を確認させていただく
　必要のある相談）を希望される方は、最寄りの税務署への電話により面接日時等を予約して
　いただくこととしておりますので、ご協力をお願いします。
○　軽減税率制度についての詳しい情報は、国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）内の特設
　サイト「消費税の軽減税率制度について」をご覧ください。

0120 ー 205 ー 553（無料）

　上記専用ダイヤルのほか、最寄りの税務署にお電話いただき、ガイダンスに沿って「3」
を押す（軽減税率制度以外の国税に関する一般的なご質問やご相談は「1」になります。）
と、つながります。

又は
国税庁ホームページ下部の
「▷その他のバナー一覧」

をクリック

QRコードから
特設サイトへ

こちらを
クリック

令和

0120 ー 398 ー 111（無料）


